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次の事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づ
き、交付書面への記載を省略しております。
　　①事業報告の「業務の適正を確保するための体制」
　　②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
　　　および「連結注記表」
　　③計算書類の「株主資本等変動計算書」
　　　および「個別注記表」

　　

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　当社グループは、積み重ねた基礎研究に基づく製品開発、高品質での大量・安
定生産を強みとして「Essential Core Manufacturing ― 社会に不可欠な中心
領域を担うモノづくり」を掲げています。豊かな社会の根幹となる「安全」と
「快適」を支え、ステークホルダーに対して経済的な利益をもたらすだけではな
く、誇りを感じてもらえる企業となるべく邁進しております。
　ここに、当社グループの第118期（2023年4月1日から2024年3月31日ま
で）の報告書をお届けし、当期の業績につきご報告させていただきますので、ご
高覧賜りますようお願い申しあげます。
　当期は2025年度を最終年度とする3カ年の中期経営計画の初年度にあたりま
す。本中期経営計画において、持続的な成長と企業価値の向上を実現するため
に、「変革基盤の構築」を基本方針とし、「新たな成長ドライバーの創出」「グ
ローバル成長への事業運営体制の整備」「多様な人財を活かす基盤の構築」「経
営資源の最適運用」という4つの変革を推進しています。
　2023年4月には従来の「経営理念」を現在の社会環境と照らし合わせて再考
し、社会における存在意義であるパーパスと、社員の信条や行動指針となるバリ
ューを定めました。また、「Global One NOK」として共通の価値観を持ち、
グローバルでの成長を促進すべく、2024年4月にNOKグループ統一の新コーポ
レートアイデンティティを策定しました。
　当期の連結業績といたしましては、売上高は7,505億2百万円（前期対比5.7％
の増収）となりました。損益については、営業利益は229億1千2百万円（前期
対比49.0％の増益）、経常利益は402億8千5百万円（前期対比51.7％の増
益）、親会社株主に帰属する当期純利益は316億2百万円（前期対比137.2％の
増益）となりました。
　前期比較で増収増益とはなりましたが、期初に目指していた電子部品事業の黒
字転換が達成できなかったこと等を踏まえ、引き続き収益力改善策の実行ととも
に、中期経営計画に取り組んでまいります。
　詳細につきましては、後記の「事業報告」をご参照くださるようお願いいたし
ます。
　株主の皆様におかれましては、当社グループを取り巻く環境と経営の方向性、
さらには私どもの決意の程に深いご理解をいただき、一層のご支援、ご鞭撻を賜
りますようお願い申しあげます。

2024年6月

株主の皆様へ
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財務ハイライト（連結）
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（注）財務ハイライト（連結）に記載の金額は、表示単位未満を四捨五入しております。

財務ハイライト（連結）
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当期の事業の状況、対処すべき課題

(第118回定時株主総会招集ご通知交付書面)
事業報告（2023年4月1日から2024年3月31日まで）

1.　企業集団の現況
　⑴　当期の事業の状況
　　①　事業の経過および成果

　当期の当社グループにおける経営環境については、新型コロナウイルス感染に関する行動規制が緩和され、経済活動の正
常化が進みました。しかしながら、米国・中国等の景気動向や原材料・エネルギー価格動向に加え、中東や東欧での地政学
リスク等、先行き不透明な状況が続いております。
　自動車業界は、半導体等の部品供給不足の解消が進み、グローバルで生産台数が増加しました。最大市場である中国で
は、電気自動車の需要が拡大しています。
　電子機器業界は、スマートフォンの需要は下期以降、やや持ち直しが見られますが、減少傾向が継続しています。また、
ハードディスクドライブについても、市況の落ち込みの継続により需要が減少しました。
　このような環境の中、当社グループにおける事業別の状況は次のとおりです。

オイルシール

現像ロール・帯電ロール
フレキシブルプリント基盤（FPC）

特殊潤滑剤

その他事業
28,062
3.7%

シール事業
362,605
48.3%

359,834
47.9%
電子部品事業

750,502
売上高

単位：百万円

事業別売上高構成比（連結）
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当期の事業の状況、対処すべき課題

■事業別の状況

［シール事業］
　自動車向けは、生産台数の増加に伴い、国内を中心に販売が増加しました。一般産業機械向けは、中国での不動産不況
をはじめとした世界的な景気低迷の影響が長期化し、建設機械向けを中心に販売が減少しました。
　その結果、売上高は、3,626億5百万円（前期対比4.5％の増収）となりました。営業利益は、売上高の増加により、
233億１千４百万円（前期対比30.4％の増益）となりました。

［電子部品事業］
　スマートフォン向けの販売が下期以降、前期対比で増加したこと、車載バッテリー用途を中心に自動車向けの販売が増
加したことに加え、為替影響による押し上げ効果もありました。
　その結果、売上高は、3,598億３千４百万円（前期対比7.6％の増収）となりました。営業損失は、売上高の増加によ
り、10億2千3百万円（前期は37億１千２百万円の営業損失）となりました。

［その他事業］
　事務機向け製品の需要の減少等により、販売が減少しました。
　その結果、売上高は、280億６千２百万円（前期対比1.1％の減収）となりました。営業利益は、６億２千６百万円
（前期対比47.8％の減益）となりました。

　以上の結果、当社グループの業績は、売上高は7,505億２百万円（前期対比5.7％の増収）、営業利益は229億１千２
百万円（前期対比49.0％の増益）、経常利益は402億８千５百万円（前期対比51.7％の増益）、親会社株主に帰属する
当期純利益は316億２百万円（前期対比137.2％の増益）となりました。
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当期の事業の状況、対処すべき課題

　　②　設備投資および資金調達の状況
　生産能力の増強に係る投資を中心に、主に国内および中国・東南アジア諸国において総額452億２千６百万円（前期対比
5.3％の減少）を投資しました。
　資金は、自己資金にて対応いたしました。

　⑵　対処すべき課題
　今後の当社グループを取り巻く経営環境につきましては、米国・中国等の景気動向や原材料・エネルギー価格の動向、中
東・東欧での地政学リスク等、先行き不透明な状況が続いております。これに加え、国内を中心に人件費・物流費の上昇も見
込まれております。このような環境の中、各事業の見通しは以下のとおりです。
　シール事業では、自動車向けについては、日系自動車メーカーによる自動車生産は全体としては堅調に推移するものの、電
気自動車の急速な普及が進む中国や、東南アジア市場においては引き続き日系自動車メーカーの減速が見込まれております。
一般産業機械向けについては、世界的な景気低迷により、建設機械を中心とした需要減の傾向が継続しております。事業全体
を通じて外部環境の不透明感が強い状況が続くと見込まれているため、電気自動車等の新領域向けの製品や、中国系自動車メ
ーカーへの拡販、適正価格に向けた価格改定活動等、収益性拡大の取り組みを進めてまいります。また、安定した品質・安定
した製品供給体制を維持するとともに、自動車の電動化等の中長期的な事業環境の変化に対応するべく、新事業・新商品の開
拓にも取り組んでまいります。
　電子部品事業では、自動車向けについては、電気自動車の普及が想定より減速しているものの、市場の成長は継続すると見
込んでおります。スマートフォン向けは、買い替えサイクルの長期化により需要は横ばいとなる見込みです。ハードディスク
ドライブ向けについては、市場は縮小傾向にあるものの、データセンター向けの需要は徐々に回復傾向にあります。引き続
き、自動車向けをはじめとした比較的需要変動の少ない事業領域を拡大すること等を通じて変動の影響を受けにくい体質作り
を進めるとともに、世界各地で拡大していく電動車需要に対しては地産地消の考え方をもとにした最適地生産を推進してまい
ります。
　その他事業では、特殊潤滑剤、事務機向け製品において、生産性の改善や品質・コスト面での競争力、および収益の向上に
取り組んでまいります。
　上記のとおり、各事業において収益拡大の取り組みを推進する一方で、今後ますます社会的な要請が高まることが見込まれ
る脱炭素をはじめとする環境課題への対応や、持続的な成長基盤構築に向けた人材への投資およびDE＆Iへの対応等、事業の
持続可能性を確保するための投資も進めてまいります。

　また、経営環境が今後もスピードを増して大きく変化していくことが見込まれる中、自らも変革することにより、中長期に
わたる持続的な成長と企業価値の向上を実現できる事業基盤の構築を目指します。2025年度を最終年度とする３カ年の中期
経営計画(2023年４月１日～2026年３月31日）において、「変革基盤の構築」を基本方針として重点項目に取り組んでおり
ます。
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当期の事業の状況、対処すべき課題

　中期経営計画の概要は以下のとおりです。

基本方針
「変革基盤の構築」を基本方針とし、絶えず変革し続けながら計画達成を目指します。
　４つの重点取り組み項目
１． 新たな成長ドライバーの創出
　　　電動自動車（EV）向け製品の機能別開発・拡販、グリーンエネルギー関連の製品開発・拡販、半導体装置向け製品の
　　　拡販
２． グローバル成長への事業運営体制の整備
　　　監査等委員会設置会社への移行検討、取締役会のダイバーシティ拡充等、データ利活用の拡大・迅速化、ESG項目への
　　　着実な取り組み
３． 多様な人財を活かす基盤の構築
　　　新人事制度導入、人材育成への投資、DE&Iへの取り組み
４． 経営資源の最適運用
　　　適正価格による受注の徹底、資本政策の実行（①自己株式取得、②DOE(株主資本配当率)2.5%以上に基づく配当、
　　　③政策保有株式の売却）

6
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財産および損益の状況

区　　　　　　　　分 第115期
（2020年度）

第116期
（2021年度）

第117期
（2022年度）

第118期
（2023年度）

売 上 高 (百万円) 596,369 682,507 709,956 750,502
営 業 利 益 (百万円) 14,467 31,337 15,378 22,912
経 常 利 益 (百万円) 18,339 46,168 26,557 40,285
親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に帰
属する当期純損失 ( △ )

(百万円) △1,361 25,835 13,320 31,602

1株当たり当期純利益又は1
株当たり当期純損失 (△ ) (円) △7.87 149.37 77.55 188.34

総 資 産 (百万円) 803,000 857,324 862,750 952,379
純 資 産 (百万円) 502,114 554,355 577,346 639,001

　⑶　財産および損益の状況
　　①　企業集団の財産および損益の状況の推移

・第115期（2020年度）は、下期に入り一定の需要回復があったものの、前期に引き続き、新型コロナウイルス感染拡大
の影響を受けた経済活動の停滞等により、売上高は減収となりました。損益面では、人件費・経費等の削減、償却費の減
少効果等により、営業利益・経常利益は増益となったものの、子会社の事業構造改善費用の計上等により、当期損失とな
りました。

・第116期（2021年度）は、半導体等の部品供給不足や東南アジア地域での新型コロナウイルスの感染拡大による影響は
あったものの、需要回復により売上高は増収となりました。損益面では、原材料価格の高騰や、人件費・経費の増加があ
りましたが、増収の効果により増益となりました。

・第117期（2022年度）は、中国のロックダウン、半導体等の部品供給不足の影響はあったものの、売価転嫁により売上
高は増収となりました。損益面では、原材料・エネルギー価格の高騰等により減益となりました。

・第118期（2023年度）は、前記（1）「当期の事業の状況」に記載のとおりであります。

ご参考：政策保有株式について
　当期末における、当社が保有する政策保有株式（投資有価証券）の貸借対照表計上額は、1,230億８千６百万円であり、
上記の当社グループの連結純資産額に対する割合は、19.3%であります。
　株式市場の全体的な株価上昇により、連結純資産額に対する割合は前年度末より若干上昇しておりますが、2023年度
は、政策保有株式の削減目標である2023年３月末時価ベースで25%売却に対し、2024年３月末時点で16%相当の政策保
有株式の売却を完了しております。
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財産および損益の状況

区　　　　　　　　分 第115期
（2020年度）

第116期
（2021年度）

第117期
（2022年度）

第118期
（2023年度）

売 上 高 (百万円) 201,122 226,275 218,710 230,826
営業利益又は営業損失(△) (百万円) 4,852 13,342 △380 3,216
経 常 利 益 (百万円) 9,296 27,232 9,010 26,532
当 期 純 利 益 (百万円) 6,684 22,433 9,052 39,679
1株当たり当期純利益 (円) 38.62 129.63 52.68 236.35
総 資 産 (百万円) 430,243 418,507 408,551 461,165
純 資 産 (百万円) 250,741 265,416 258,093 285,887

　　②　当社の財産および損益の状況の推移

・第115期（2020年度）は、新型コロナウイルスの感染拡大により、自動車業界向け、一般産業機械業界向けともに販売
が落ち込み減収となりました。損益面では、人件費・経費の削減を進めたものの、販売減による影響で減益となりまし
た。

・第116期（2021年度）は、自動車業界向け、一般産業機械業界向けともに販売が回復し増収となりました。損益面で
は、原材料価格の高騰もあったものの、販売増の影響と、子会社からの受取配当金の増加、投資有価証券の売却益の計上
等で増益となりました。

・第117期（2022年度）は、自動車業界向け、一般産業機械業界向けともに販売が低迷し減収となりました。損益面でも
販売の低迷に加えて原材料価格やエネルギー価格高騰等の影響を受け減益となりました。

・第118期（2023年度）は、自動車業界向けの販売が回復し増収となりました。損益面でも販売増の影響と、子会社から
の受取配当金の増加、投資有価証券の売却益の計上等で増益となりました。
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企業結合の状況

区分 会　　社　　名 資　本　金 当社の出資比率 主要な事業内容

シ

ー

ル

事

業

タ イ N O K 　 C o . , L t d . （ タ イ ） 1,200,000
千B

100.0
％

シール製品の製造・販売

無錫NOKフロイデンベルグ Co.,Ltd.（中国） 350,622
千人民元 －

(50.0)
％

シール製品の製造・販売

N O K 　 I n c ． （ ア メ リ カ ） 7,200
千US＄

100.0
％ シール製品等の製造・販売を

行っているフロイデンベルグ
NOKジェネラルパートナー
シップへの出資

ユ ニ マ テ ッ ク 株 式 会 社 400
百万円

100.0
％

化学合成品等の製造・販売

イ ー グ ル 工 業 株 式 会 社 10,490
百万円 31.7

(0.2)
％ メカニカルシール等の製造・

販売

電
子
部
品
事
業

日 本 メ ク ト ロ ン 株 式 会 社 5,000
百万円

100.0
％

電子部品の製造・販売

メ ク テ ッ ク 　 C o r p .  台 湾 （ 台 湾 ） 367,312
千NT＄ －

(85.0)
％

電子部品の製造・販売

メクテックマニュファクチャリング Corp. タイ Ltd.（タイ） 200,000
千B －

(75.0)
％

電子部品の製造・販売

メクテックマニュファクチャリング Corp. 珠海 Ltd.（中国） 431,678
千人民元 －

(97.0)
％

電子部品の製造・販売

メクテックマニュファクチャリング Corp. 蘇州（中国） 791,236
千人民元 －

(96.3)
％

電子部品の製造・販売

その他

事 業

シ ン ジ ー テ ッ ク 株 式 会 社 350
百万円

100.0
％ 事務機用ロール製品等の製

造・販売

N O K ク リ ュ ー バ ー 株 式 会 社 100
百万円

51.0
％

特殊潤滑剤の製造・販売

　⑷　企業結合の状況
　　①　重要な子会社および関連会社の状況

（注）1．当社の出資比率欄の（　）内は、子会社の所有する出資比率を外数で表示しています。
　　　2．連結子会社は92社、持分法適用会社は18社（前記重要な子会社および関連会社12社を含む）であります。

　　②　重要な提携先
　　　　ドイツ連邦共和国のフロイデンベルグ社と資本・技術等全面的な提携をしております。
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主要な事業内容、主要な営業所および工場

区　　　　　分 主　　　　要　　　　製　　　　品

シ ー ル 事 業 オイルシール、Oリング、防振ゴム、樹脂加工品、ガスケット、化学合成
品、メカニカルシール

電 子 部 品 事 業 フレキシブルプリント基盤、プレシジョンコンポーネント

そ の 他 事 業 事務機用ロール製品、特殊潤滑剤、その他

　⑸　主要な事業内容（2024年3月31日現在）
　　　当社グループは、次の製品の製造および販売を主要な事業としております。

名　　　称 所　在　地

本 社 東京都港区

仙 台 支 店 宮城県仙台市

水 戸 支 店 茨城県水戸市

宇 都 宮 支 店 栃木県宇都宮市

熊 谷 支 店 埼玉県熊谷市

東 京 支 店 東京都港区

東 京 電 子 支 店 東京都港区

松 本 支 店 長野県松本市

神 奈 川 第 一 支 店 神奈川県海老名市

神 奈 川 第 二 支 店 神奈川県海老名市

富 士 支 店 静岡県富士市

浜 松 支 店 静岡県浜松市

安 城 第 一 支 店 愛知県安城市

安 城 第 二 支 店 愛知県安城市
　

名　　　称 所　在　地

名 古 屋 支 店 愛知県名古屋市

大 阪 第 一 支 店 大阪府大阪市

大 阪 第 二 支 店 大阪府大阪市

広 島 支 店 広島県広島市

福 岡 支 店 福岡県福岡市

福 島 事 業 場 福島県福島市

二 本 松 事 業 場 福島県二本松市

北 茨 城 事 業 場 茨城県北茨城市

つ く ば 事 業 場 茨城県つくば市

静 岡 事 業 場 静岡県牧之原市

東 海 事 業 場 静岡県菊川市

鳥 取 事 業 場 鳥取県西伯郡

熊 本 事 業 場 熊本県阿蘇市

湘 南 Ｒ & D セ ン タ ー 神奈川県藤沢市
　

　⑹　主要な営業所および工場（2024年3月31日現在）
　　①　当社

（注）１．「つくば事業場」につきましては、2024年3月31日をもちまして閉鎖しております。
　　　２．2024年4月1日より、仙台支店は宇都宮支店に統合、松本支店は東京支店に統合いたしました。また神奈川第一支店と神奈川第二支店
　　　　　を統合し神奈川支店に、大阪第一支店と大阪第二支店を統合し大阪支店に名称変更をしております。
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主要な事業内容、主要な営業所および工場

区分 子会社の名称 事業所 所在地

シ

ー

ル

事

業

ユ ニ マ テ ッ ク 株 式 会 社 北 茨 城 工 場 茨城県北茨城市

N O K エ ラ ス ト マ ー 株 式 会 社 本 社 工 場 福岡県嘉麻市

N O K フ ガ ク エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 本 社 工 場 静岡県菊川市

佐 賀 N O K 株 式 会 社 本 社 工 場 佐賀県嬉野市

タ イ N O K 　 C o . , L t d . 本 社 工 場 タイ チョンブリ県

無 錫 N O K フ ロ イ デ ン ベ ル グ  C o . , L t d . 本 社 工 場 中国 江蘇省無錫市

N O K ア ジ ア 　 C o . , P t e . L t d . 本 社 シンガポール

関 西 N O K 販 売 株 式 会 社 本 社 営 業 所 大阪府吹田市

NOKフロイデンベルググループセールスチャイナCo.,Ltd. 本 社 営 業 所 中国 上海市

電

子

部

品

事

業

日 本 メ ク ト ロ ン 株 式 会 社 本 社
牛 久 事 業 場

東京都港区
茨城県牛久市

メ ク テ ッ ク 　 C o r p .  台 湾 本 社 工 場 台湾 高雄市

メクテックマニュファクチャリング Corp. タイ Ltd. 本 社 工 場 タイ アユタヤ県

メクテックマニュファクチャリング Corp. 珠海 Ltd. 本 社 工 場 中国 広東省珠海市

メクテックマニュファクチャリング Corp .  蘇州 本 社 工 場 中国 江蘇省蘇州市

メクテックマニュファクチャリング Corp. ベトナム Ltd. 本 社 工 場 ベトナム フンイエン省

メクテックプレシジョンコンポーネント タイ Ltd. 本 社 工 場 タイ アユタヤ県

メ ク テ ッ ク 　 C o r p . 香 港  L t d . 本 社 営 業 所 中国 香港
そ
の
他
事
業

シ ン ジ ー テ ッ ク 株 式 会 社 横 須 賀 事 業 場 神奈川県横須賀市

N O K ク リ ュ ー バ ー 株 式 会 社 北 茨 城 工 場 茨城県北茨城市

　　②　子会社
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使用人の状況、主要な借入先

事　　業　　区　　分 使　　用　　人　　数 前　期　末　比　増　減
シ ー ル 事 業 20,511名（1,594名） 23名減（152名増）

電 子 部 品 事 業 15,579名（403名） 154名増（45名減）

そ の 他 事 業 2,007名（298名） 53名増（97名減）

合　　　　　　　　　計 38,097名（2,295名） 184名増（10名増）

事　　業　　区　　分 使　　用　　人　　数 前　期　末　比　増　減
シ ー ル 事 業 3,211名（403名） 66名減（11名増）

電 子 部 品 事 業 72名（6名） 14名減（増減なし）

そ の 他 事 業 54名（3名） 2名減（増減なし）

合　　　　　　　　　計 3,337名（412名） 82名減（11名増）

平　均　年　齢 平　均　勤　続　年　数
41.4歳 18.6年

　⑺　使用人の状況（2024年3月31日現在）
　　①　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　　②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

借　　　入　　　先 借　　　入　　　額
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 43,568 百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 16,235
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 9,759
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,254
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 875
交 通 銀 行 股 份 有 限 公 司 416

　⑻　主要な借入先（2024年3月31日現在）
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株式の状況

　　①　発行可能株式総数 600,000,000株
　　②　発行済株式の総数 173,138,537株
　　③　株主数 12,139名(前期末対比362名減)

株　　　主　　　名 持　　株　　数 持　株　比　率
フ ロ イ デ ン ベ ル グ ・ エ ス ・ エ ー 43,457 千株 25.93 ％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 16,039 9.57
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 10,296 6.14
正 和 地 所 株 式 会 社 8,773 5.23
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 8,000 4.77
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 4,270 2.55
N O K 持 株 会 3,677 2.19
損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 3,035 1.81
株式会社SMBC信託銀行（株式会社三井住友銀行退職給付信託口） 3,000 1.79
S S B T C  C L I E N T  O M N I B U S  A C C O U N T 2,990 1.78

2．会社の現況
　⑴　株式の状況（2024年3月31日現在）

　　④　大株主

（注）持株比率は自己株式（5,515,039株）を控除して計算しております。なお、役員報酬BIP信託が保有する当社株式1,716,500株および従業員持株会信
託型ESOPが保有する当社株式1,244,500株は自己株式に含めておりません。

金融機関
55,266,700株

金融商品取引業者
2,564,874株

外国法人等
65,318,589株

個人・その他
19,812,372株

その他の法人
30,176,002株

（ご参考）所有者別株式数
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株式の状況

株　式　数 交　付　対　象　者　数
取締役（社外取締役を除く） 6,600 １名

　　⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）1．当社の株式報酬の内容につきましては、後記（２）「会社役員の状況」に記載のとおりであります。

　　　2．上記は、退任した会社役員に対して交付された株式も含めて記載しております。
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会社役員の状況

地　　　　　位 氏　　　　　名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 　 鶴 　 　 　 正 　 登

取締役社長執行役員CEO 　 鶴 　 　 　 正 　 雄

取 締 役 副 社 長 執 行 役 員 　 黒 　 木 　 安 　 彦 営業戦略担当

取締役専務執行役員CFO 　 渡 　 邉 　 　 　 哲

取 締 役 専 務 執 行 役 員 　 折 　 田 　 純 　 一 事業推進本部長

取 締 役 　 法 　 眼 　 健 　 作

取 締 役 　 藤 　 岡 　 　 　 誠

取 締 役 　 島 　 田 　 直 　 樹 株式会社ピー・アンド・イー・ディレクションズ代表取締役

常 勤 監 査 役 　 前 　 原 　 　 　 望

常 勤 監 査 役 　 渡 　 辺 　 英 　 樹

監 査 役 　 小 　 林 　 　 　 修 公認会計士・税理士

監 査 役 　 小 　 川 　 秀 　 樹

監 査 役 　 梶 　 谷 　 　 　 篤 弁護士

　⑵　会社役員の状況
　　①　取締役および監査役の状況（2024年3月31日現在）

（注）1. 鶴　正登氏、鶴　正雄氏、黒木安彦氏は、代表取締役であります。
2．飯田二郎氏は、2023年6月28日開催の第117回定時株主総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任いたしました。
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会社役員の状況

氏　　　　　名 新 旧

鶴 　 正 雄 取 締 役 社 長 執 行 役 員
C E O 取 締 役 社 長 執 行 役 員

渡 邉 　 哲 取 締 役 専 務 執 行 役 員
C F O

取 締 役 専 務 執 行 役 員
財 経 本 部 長

折 田 純 一 取 締 役 専 務 執 行 役 員
事 業 推 進 本 部 長

取 締 役 専 務 執 行 役 員
事 業 推 進 本 部 長 兼
環 境 管 理 室 長

3．2023年６月28日付で、次のとおり取締役の地位および主な担当の異動を行っております。

4. 取締役法眼健作氏、藤岡　誠氏、島田直樹氏は、社外取締役であります。
5. 監査役小林　修氏、小川秀樹氏、梶谷　篤氏は、社外監査役であります。
6. 当社は、社外取締役および社外監査役各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届出ております。
7. 監査役渡辺英樹氏は財務経理部門での経験を有し、監査役小林　修氏は公認会計士・税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度

の知見を有しております。
8. 当社は、当社および当社子会社の取締役、監査役および執行役員（海外子会社においては、国内からの出向役員に限る）を被保険者として、会社法

第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結しております。保険料は特約部分も含め会社が全額負担しており、被保
険者の実質的な保険料負担はありません。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、または、当該責任の
追及にかかる請求を受けることによって生ずることのある損害について填補することとされています。ただし、法令違反の行為であることを認識し
て行った行為に起因して生じた損害は填補されない等、一定の免責事由があります。また、当該保険契約には免責額の定めを設けており、当該免責
額までの損害については填補の対象としないこととされています。
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氏　　　　　名 重 要 な 兼 職 の 状 況
鶴 　 正 登 正和地所株式会社代表取締役会長

鶴 　 正 雄

日本メクトロン株式会社代表取締役会長
NOKクリューバー株式会社代表取締役会長
ユニマテック株式会社代表取締役会長
NOKフロイデンベルグシンガポール Pte.Ltd.取締役会長
正和地所株式会社代表取締役

折 田 純 一

無錫ＮＯＫフロイデンベルグ Co.,Ltd.取締役会長
長春ＮＯＫフロイデンベルグ Co.,Ltd.取締役会長

太倉ＮＯＫフロイデンベルグ Co.,Ltd.取締役会長

藤 岡 　 誠 日本製紙株式会社社外取締役

島 田 直 樹
日本ビジネスシステムズ株式会社社外取締役
株式会社レノバ社外取締役

前 原 　 望 イーグル工業株式会社社外監査役
渡 辺 英 樹 イーグル工業株式会社社外監査役
小 林 　 修 ニチレキ株式会社社外取締役

梶 谷 　 篤
イーグル工業株式会社社外監査役
株式会社ディーエムエス社外取締役

　　　9.上記のほか、取締役および監査役の重要な兼職の状況は、次のとおりであります。
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　　②　取締役および監査役の報酬等に関する事項
　　　イ．取締役および監査役の報酬方針

当社は、以下のとおり取締役および監査役の報酬等の内容の決定に関する方針を定め、本方針に基づき、株主総会で決
定した総額の範囲内で、取締役の報酬に関しては取締役会にて、監査役の報酬に関しては監査役の協議にてそれぞれ決定
しております。

　　　　　なお、当社は、役員の指名・報酬に関する客観性・透明性の向上を含む経営上の重要な課題に対応するため、取締役会
の諮問機関として、経営監督会議を設置し、役員の指名・取締役の報酬等の特に重要な事項について定期的な確認と、取
締役会に対する適切な助言を行っております。経営監督会議は、社外役員を主要な構成員とする会議体であり、指名・報
酬等の経営上の重要な課題に関する確認・助言を行っております。

　　　　　当社の、取締役および監査役の報酬に関する方針は、以下のとおりです。
　　　　　・方針の決定方法
　　　　　　　取締役の報酬方針については、経営監督会議の助言も踏まえ、取締役会にて決定しております。また、監査役の報

酬方針については、監査役の協議にて決定しております。
　　　　　・基本方針

　当社グループは、技術に裏打ちされた独自性ある、かつ社会に有用な商品を世界中で生産・販売することで高い収
益力を持つ強い企業になることを目指しております。そして、この方針を、中長期的な視野を持ってグループ一丸と
なって追求することが、当社グループの中長期的な企業価値の向上、およびステークホルダーの満足度向上に資する
と考えています。
　この方針を遂行するにあたっては、当社グループの中核的な企業の取締役をはじめとする経営陣の目標達成意欲
と、ステークホルダーの満足度向上を、その報酬面から促すことが必要と考えております。そのため、当社グループ
の中核的な企業の経営陣に対しては、新たに一定割合が当社グループの中期計画における重点実施施策にかかるKPI
達成度に応じて変動する自社株式報酬を導入することとし、単年度の業績目標達成度に応じて変動する金銭報酬との
両輪で、中長期的な企業価値の向上とステークホルダー満足度の向上を目指します。

　　　　　・個人別の報酬等の額または算定方法の決定方針
　取締役の報酬は、各事業年度における業績の向上ならびに中長期的な企業価値の増大に向けて職責を負うことを考
慮し、固定報酬部分・短期成果期待部分・長期成果期待部分からなる、基本報酬（金銭）・短期業績連動報酬（金
銭）・中長期業績連動報酬（株式）の三区分としております。一方、社外取締役には、業務執行から独立した社外の
立場から客観的なご意見、ご指摘をいただくことを期待しており、その立場に鑑み、基本報酬（金銭）のみ支給いた
します。

　　　　　　また、監査役の報酬につきましても、当社グループ全体の職務執行に対する監査の職責を負うことから、職位に応
じた基本報酬（金銭）のみ支給いたします。

なお、報酬の支給に関しては、急激な業績悪化や、企業価値毀損の事態があった場合は、臨時に減額または不支給
とすることがあります。
　当社の取締役の報酬体系は、役職（会長職、社長職、副社長職、専務職等の役付）の職責に応じ、報酬額に階差を
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設けるものとし、現在適用する階差は、短期・長期成果部分が基準額であった場合、専務職１に対し、会長、社長職
は1.6内外の設定としております。

・業績連動報酬等に係る業績指標等の内容および額または数の算定方法の決定方針
　　　　　　業績連動報酬は、評価項目の達成度に応じ、0％から200％の範囲で支給しております。
　　　　　　短期業績連動報酬の決定に際しては、企業業績の指標として利益水準の維持向上が最も適切であるとの判断から、

期初営業利益計画の達成度合いを中心に、配当実施額、従業員賞与支給額、その他業績に影響を与える事項（天災、
特別損益等）を勘案し、決定しております。なお、定量評価における主たる指標である期初営業利益計画（26,200
百万円）に対する当期実績は、22,912百万円であります。
　中長期業績連動報酬に係る指標は、企業グループの総合的な収益力を高めると同時に、ESGを考慮した経営を進め
るという理由から、財務指標をROA、非財務指標をFTSE Russell ESGスコアとしており、それぞれの評価加重を
90％・10％としております。

・非金銭報酬等の内容およびその額若しくは数またはその算定方法の決定方針
　　中長期業績連動報酬については、当社グループの中長期的な業績向上と企業価値増大に対する取締役の貢献意欲を
　高めるため、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託の仕組みを活用しています。これは、対象となる取締役
　（社外取締役を除く）および執行役員に対し、取締役会で承認された株式交付規程に従い、役位・在任期間および中
　期目標の達成度等に応じて算定されるポイント数に応じた数の当社株式および当社株式の換価処分金相当額の金銭
　（以下、「当社株式等」という。）を交付および給付する制度です。
・個人別の報酬等の額につき種類ごとの割合（比率）の決定方針

　当社の業域は自動車、電子機器等の部品の製造販売であり、業績が同業界の動向に左右され易い状況も勘案し、取
締役の短期業績連動報酬・中長期業績連動報酬の割合は、それぞれ報酬総額の10%・20％としております。

　　　　　・報酬等を与える時期または条件の決定方針
　　　　　　　基本報酬は、定時株主総会後の取締役会において翌月から1年間の月額を決定し毎月支給とし、固定額を毎月一定

日に支給しております。短期業績連動報酬は、取締役会において、期末決算に基づき、上記「業績連動報酬等に係る
業績指標等の内容および額または数の算定方法の決定方針」に従い決定し、当該決算に係る定時株主総会までに支給
しております。中長期業績連動報酬は、取締役会で承認された株式交付規程に従い、役位および在任期間に応じて算
出される固定ポイントと、中期経営計画達成等に対するインセンティブを高めることを目的とする業績連動ポイント
を毎年一定時期に付与し、原則として中期経営計画終了時に、固定ポイントの累計数に相当する当社株式等と、業績
連動ポイントの累計数に、中期目標達成度に応じた業績連動係数を乗じた数に相当する株式等を交付および給付しま
す。
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区　　　　　　　分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる役員
の員数（名）基本報酬

（金銭）
業績連動報酬

短期（金銭） 中長期（株式等）

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

　366
   （30）

271
(30)

　24
     （－）

69
　  （－）

　　９
（３）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

80
（30）

80
(30)

－
（－）

－
（－）

５
（３）

合　　　　　計
（うち社外役員）

　446
（60）

351
(60)

　24
（－）

　69
（－）

　14
（６）

　　　　　・個人別の報酬等の内容の決定方法
　　　　　　　個別の取締役の報酬等の額またはその算定方法の決定については、取締役会議長である取締役会長が、経営監督会

議の助言も踏まえ、役員報酬案を取締役会に上程し、取締役会にて決定しております。
　　　　　　　監査役報酬の支給案については、監査役会において監査役の協議により決定しております。
　　　　　　　なお、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法および決定され

た報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、経営監督会議からの助言が尊重されている
ことを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

　　　ロ．取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　　　　　当社の取締役および監査役の報酬等については、2009年6月25日開催の第103回定時株主総会において、取締役の報

酬等の総額上限を450百万円（ただし、使用人分給与は含まない。）、監査役の報酬等の総額上限を96百万円、と決議
しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は８名、監査役の員数は５名です。

　　　　　また、上記とは別枠で、2022年６月24日開催の第116回定時株主総会において、取締役等（ただし、社外取締役およ
び国内非居住者は含まない。）を対象とした業績連動型株式報酬について、当社が拠出する信託金の上限を１事業年度あ
たり345百万円、交付する株式数の上限を１事業年度あたり32万株として決議しております。当該株主総会終結時点の
対象取締役の員数は６名です。

　　　ハ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）1. 取締役の報酬等の支給人員、および支給額には、2023年6月28日開催の第117回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名の人
数、およびその在任中の報酬等の額が含まれております。

2. 当事業年度における中長期業績連動報酬の株式等の交付状況につきましては、前記「（１）株式の状況」に記載のとおりであります。
　  なお、中長期業績連動報酬の総額には、役員報酬BIP信託に関して当事業年度中に付与した株式等交付ポイントに係る費用計上額を含んで

おり、非金銭報酬となります。
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地　　　　　位 氏　　　　　名 主　な　活　動　状　況

取 締 役 法 眼 健 作 当期開催の取締役会13回のうち12回に出席し、議案審議等に必要
な発言を適宜行っております。

取 締 役 藤 岡 　 誠 当期開催の取締役会13回のうち12回に出席し、議案審議等に必要
な発言を適宜行っております。

取 締 役 島 田 直 樹 当期開催の取締役会13回のうち13回に出席し、議案審議等に必要
な発言を適宜行っております。

監 査 役 小 林 　 修 当期開催の取締役会13回のうち13回に、また、監査役会12回のう
ち12回に出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 小 川 秀 樹 当期開催の取締役会13回のうち13回に、また、監査役会12回のう
ち12回に出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 梶 谷 　 篤 当期開催の取締役会13回のうち12回に、また、監査役会12回のう
ち12回に出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

　　③　責任限定契約の内容の概要
　　　当社と社外取締役および社外監査役の各氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で定める額としております。

　　④　社外役員に関する事項
イ．重要な兼職先と当社との関係

　監査役梶谷　篤氏の兼職先であるイーグル工業株式会社と当社との間に、商品売買等の取引関係があります。

ロ．当期における主な活動状況

（注）1. 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条ならびに当社定款の規定により、取締役会決議があったものとみなす書面決議
　　　　　が１回ありました。

ハ．社外取締役に果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
　　　　　取締役会において、取締役法眼健作氏は、特にグローバルな経営政策等について専門的な立場から、取締役藤岡　誠氏

は、経営戦略上の判断および企業コンプライアンスに関する事項等を中心に、取締役島田直樹氏は、会社経営に関する豊
富な経験から当社経営全般に対して、各氏とも積極的に意見を述べており、意思決定の妥当性・適正性を確保するための
適切な役割を果たしております。

　　　　　また、各氏とも、役員の指名・報酬に関する取締役会の諮問機関である経営監督会議の委員として、当事業年度に開催
された４回全ての経営監督会議に出席しており、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程
における監督機能を担っております。
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支　　払　　額

当社が支払うべき公認会計士法第2条第1項の業務に係る報酬等の額 42 百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 80

　⑶　会計監査人の状況
　　①　名称
　　　　監査法人日本橋事務所

　　②　報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも
区分できないため、当社が支払うべき公認会計士法第2条第1項の業務に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外である、財務調査業務等を委託しております。
3. 当社の重要な子会社のうち、海外に所在する子会社は、監査法人日本橋事務所以外の公認会計士または監査法人が監査をしております。
4. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況、および報酬
見積りの算出根拠等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について同意を行っております。

　　③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計
監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づ
き、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

・｢業務の適正を確保するための体制｣につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、交付書面への記載を省略しております。
・本事業報告に記載の百万円単位の金額および千株単位の株式数は、表示単位未満を切り捨てております。また、比率は表示単位未満を四捨五入しております。

22



2024/05/28 9:23:25 / 23068567_ＮＯＫ株式会社_招集通知

連結貸借対照表

連結貸借対照表（2024年3月31日現在） (単位：百万円)

科　　　　　目
金　額

当　期 前　期
（ご参考）

（ 資 産 の 部 ） 952,379 862,750
流 動 資 産 440,977 401,146

現 金 及 び 預 金 136,913 104,690
受取手形及び売掛金 154,313 141,172
電 子 記 録 債 権 22,552 19,760
商 品 及 び 製 品 46,983 49,428
仕 掛 品 38,954 38,999
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 28,829 31,169
そ の 他 12,616 16,065
貸 倒 引 当 金 △185 △138

固 定 資 産 511,401 461,603
有 形 固 定 資 産 249,753 252,638
建 物 及 び 構 築 物 92,810 95,055
機械装置及び運搬具 104,108 107,778
工 具 器 具 備 品 17,212 17,591
土 地 20,319 19,609
リ ー ス 資 産 2,567 2,201
建 設 仮 勘 定 12,734 10,401

無 形 固 定 資 産 14,874 3,958
の れ ん 10,512 141
そ の 他 4,361 3,816

投 資 そ の 他 の 資 産 246,774 205,006
投 資 有 価 証 券 188,007 163,316
従業員に対する長期貸付金 1,495 1,729
繰 延 税 金 資 産 6,000 4,965
退職給付に係る資産 13,428 4,574
そ の 他 37,987 30,548
貸 倒 引 当 金 △145 △128
合 計 952,379 862,750

　

科　　　　　目
金　額

当　期 前　期
（ご参考）

（ 負 債 の 部 ） 313,377 285,404
流 動 負 債 213,222 183,319

買 掛 金 68,548 52,839
短 期 借 入 金 56,593 54,329
未 払 法 人 税 等 13,441 2,317
賞 与 引 当 金 11,219 11,195
従 業 員 預 り 金 16,099 16,315
そ の 他 47,320 46,322

固 定 負 債 100,155 102,084
長 期 借 入 金 18,871 17,526
繰 延 税 金 負 債 24,332 13,075
退職給付に係る負債 46,945 63,046
役員株式給付引当金 398 345
そ の 他 9,607 8,090
（ 純 資 産 の 部 ） 639,001 577,346

株 主 資 本 420,815 411,008
資 本 金 23,335 23,335
資 本 剰 余 金 26,203 23,590
利 益 剰 余 金 385,291 368,823
自 己 株 式 △14,014 △4,741

その他の包括利益累計額 165,239 111,417
その他有価証券評価差額金 71,971 59,186
為替換算調整勘定 68,779 46,440
退職給付に係る調整累計額 24,487 5,790

非 支 配 株 主 持 分 52,946 54,920
合 計 952,379 862,750

　

連結計算書類

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書（2023年4月1日から2024年3月31日まで） (単位：百万円)

科　　　　　目
金　額

当　期 前　期
（ご参考）

売 上 高 750,502 709,956
売 上 原 価 634,618 604,383

売 上 総 利 益 115,884 105,572
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 92,971 90,193

営 業 利 益 22,912 15,378
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,333 685
受 取 配 当 金 3,185 2,799
為 替 差 益 6,993 1,541
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 9,127 6,144
受 取 賃 貸 料 869 859
そ の 他 の 営 業 外 収 益 2,717 24,225 3,114 15,145

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,299 2,802
デ リ バ テ ィ ブ 損 失 2,591 －
そ の 他 の 営 業 外 費 用 960 6,852 1,164 3,966
経 常 利 益 40,285 26,557

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 440 1,490
投 資 有 価 証 券 売 却 益 29,225 4,001
そ の 他 の 特 別 利 益 262 29,927 － 5,491

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 2,799 1,818
減 損 損 失 10,723 1,191
事 業 構 造 改 善 費 用 1,753 1,152
そ の 他 の 特 別 損 失 245 15,521 146 4,309

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 54,691 27,739
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 20,045 10,229
法 人 税 等 調 整 額 △1,340 18,704 385 10,615
当 期 純 利 益 35,987 17,124
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4,384 3,804
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 31,602 13,320

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、交付書面への記載を省略しております。
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貸借対照表

貸借対照表（2024年3月31日現在） (単位：百万円)

科　　　　　目
金　額

当　期 前　期
（ご参考）

（ 資 産 の 部 ） 461,165 408,551
流 動 資 産 209,050 176,139

現 金 及 び 預 金 51,945 33,656
受 取 手 形 1,337 2,349
電 子 記 録 債 権 19,261 16,180
売 掛 金 51,325 50,419
製 品 14,100 14,543
仕 掛 品 747 671
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 5,570 3,861
短 期 貸 付 金 54,931 42,985
未 収 入 金 7,760 7,593
そ の 他 2,141 3,885
貸 倒 引 当 金 △72 △8

固 定 資 産 252,115 232,411
有 形 固 定 資 産 58,182 66,340
建 物 22,069 25,196
構 築 物 1,852 2,158
機 械 装 置 20,937 24,758
車 両 運 搬 具 152 167
工 具 器 具 備 品 4,066 4,812
土 地 6,002 5,956
リ ー ス 資 産 65 85
建 設 仮 勘 定 3,037 3,204

無 形 固 定 資 産 24 24
投 資 そ の 他 の 資 産 193,909 166,047
投 資 有 価 証 券 123,086 106,588
関 係 会 社 株 式 53,254 39,420
関 係 会 社 出 資 金 11,396 11,396
長 期 貸 付 金 3,458 6,289
前 払 年 金 費 用 696 283
差 入 保 証 金 1,074 1,073
そ の 他 1,040 1,078
貸 倒 引 当 金 △98 △82

合 計 461,165 408,551
　

科　　　　　目
金　額

当　期 前　期
（ご参考）

（ 負 債 の 部 ） 175,278 150,457
流 動 負 債 117,142 98,858

買 掛 金 26,095 26,279
短 期 借 入 金 11,209 11,767
未 払 金 4,611 4,492
未 払 法 人 税 等 10,121 248
未 払 費 用 1,993 1,941
Ｃ Ｍ Ｓ 預 り 金 35,967 27,711
賞 与 引 当 金 4,418 4,520
従 業 員 預 り 金 13,579 13,773
そ の 他 9,143 8,123

固 定 負 債 58,135 51,598
長 期 借 入 金 4,869 2,300
退 職 給 付 引 当 金 38,395 38,139
役員株式給付引当金 246 192
繰 延 税 金 負 債 12,824 9,136
そ の 他 1,798 1,830
（ 純 資 産 の 部 ） 285,887 258,093

株 主 資 本 214,318 199,059
資 本 金 23,335 23,335
資 本 剰 余 金 20,397 20,397
資 本 準 備 金 20,397 20,397

利 益 剰 余 金 184,517 159,980
利 益 準 備 金 2,983 2,983
そ の 他 利 益 剰 余 金 181,534 156,997
特 別 償 却 準 備 金 9 20
固定資産圧縮積立金 2,466 2,467
繰 越 利 益 剰 余 金 179,057 154,509

自 己 株 式 △13,931 △4,654
評 価・換算差額等 71,568 59,034
その他有価証券評価差額金 71,568 59,034
合 計 461,165 408,551

　

計算書類

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損益計算書（2023年4月1日から2024年3月31日まで） (単位：百万円)

科　　　　　目
金　額

当　期 前　期
（ご参考）

売 上 高 230,826 218,710
売 上 原 価 187,819 179,451

売 上 総 利 益 43,006 39,258
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 39,790 39,639

営 業 利 益 又 は 営 業 損 失 （ △ ） 3,216 △380
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 22,689 8,833
受 取 賃 貸 料 833 822
そ の 他 の 営 業 外 収 益 3,426 26,950 685 10,341

営 業 外 費 用
支 払 利 息 843 810
デ リ バ テ ィ ブ 損 失 2,591 －
そ の 他 の 営 業 外 費 用 198 3,633 139 950
経 常 利 益 26,532 9,010

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 31 13
投 資 有 価 証 券 売 却 益 29,219 29,251 3,836 3,850

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 1,152 140
投 資 有 価 証 券 売 却 損 0 －
関 係 会 社 株 式 評 価 損 － 529
減 損 損 失 3,971 658
そ の 他 の 特 別 損 失 1 5,125 0 1,328

税 引 前 当 期 純 利 益 50,658 11,532
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,759 3,033
法 人 税 等 調 整 額 △1,779 10,979 △553 2,479
当 期 純 利 益 39,679 9,052

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、交付書面への記載を省略しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 髙 橋 秀 和
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 渡 邉 均

独立監査人の監査報告書
2024年5月15日

NOK株式会社
取締役会　御中

監査法人日本橋事務所
東京都中央区

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、NOK株式会社の2023年4月1日から2024年3月31日までの連結会計年
度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、NOK株式会
社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。
また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に
対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結
計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが
求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

27



監
査
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

事
業
報
告

2024/05/28 9:23:25 / 23068567_ＮＯＫ株式会社_招集通知

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する
ために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任
がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許
容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 髙 橋 秀 和
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 渡 邉 均

独立監査人の監査報告書
2024年5月15日

NOK株式会社
取締役会　御中

監査法人日本橋事務所
東京都中央区

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、NOK株式会社の2023年4月1日から2024年3月31日までの第
118期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。
また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書
類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが
求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許
容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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監査役会の監査報告

　2024年5月17日 NOK株式会社　監査役会
　常 勤 監 査 役 前　原　　　望
　常 勤 監 査 役 渡　辺　英　樹
　社 外 監 査 役 小　林　　　修
　社 外 監 査 役 小　川　秀　樹
　社 外 監 査 役 梶　谷　　　篤

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2023年4月1日から2024年3月31日までの第118期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役

等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
　　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

　　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた
しました。

　　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日　企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2．監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果
　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人監査法人日本橋事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　⑶　連結計算書類の監査結果
　　　会計監査人監査法人日本橋事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

監査役会の監査報告

以　上
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トピックス

NOK　グループ統一の新コーポレートアイデンティティを策定

NOKグループ　新グループロゴ

NOK　新企業ロゴ

（ご参考）トピックス

　NOKグループは、2023年度からスタートした中期経営計画において、大きく変化する環境を勝ち抜き、持続的な成長を遂げる
ために「変革基盤の構築」を基本方針に掲げています。グループ企業としてのシナジーを最大限発揮し、グローバルでの競争力を
さらに高める必要があることから、このたび、グループ統一のコーポレートアイデンティティ（CI）を初めて策定いたしました。
　幅広い分野で使用されているNOKグループの技術・製品が、これからも世の中の安全や快適に貢献することで社会に価値を提
供し続ける必要不可欠な存在でありたいという私たちの想いを、新たに策定したタグラインに込めました。また、このCI策定の一
環として企業ロゴを刷新しました。NOKグループが「Global One NOK」として一体となって、グローバルでの成長を遂げるこ
とで企業価値を高めてまいります。

● タグライン
Essential Core Manufacturing

― 社会に不可欠な中心領域を担うモノづくり

● NOKグループ 新グループロゴ、企業ロゴについて
　NOKを含むグループ主要５社の企業ロゴを統一感のあるデザインで開発しました。また、グループ５社のロゴを合わせたグル
ープロゴを策定し、「Global One NOK」であることを視覚的に表現しました。
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トピックス

株式会社エストーの株式取得・完全子会社化
　NOKは、精密樹脂製品を製造販売する株式会社エストー（以下エストー）の
株式100％を取得し、2023年10月２日に子会社化しました。
　エストーは、精密樹脂製品において、精密金型設計・製造から射出成型品の
生産までの一貫した生産体制を有することで、顧客ニーズに合った製品を作り
上げる技術に強みを持っています。電気自動車（EV）の領域においては、リチ
ウムイオンバッテリー用の樹脂ガスケット製品が、高品質を要求される車載電
池市場で高い評価を受け、大手EVメーカーにて採用されています。
　NOKは、EVを含む次世代自動車を重要な成長領域と捉え、シール事業、電子
部品事業の両主力事業において、販売の拡大と製品開発への注力を図っていま
す。エストーをNOKグループに迎え入れ、NOKが強みを持つゴムを使用したシ
ール製品、車載バッテリー向けフレキシブルプリント基板（FPC）といった製
品群にエストーの樹脂製品が加わることで、より幅広いニーズに対応したEV関
連製品群の拡充を目指します。

●株式会社エストーの概要
・会社名：株式会社エストー　・所在地：大阪府大阪市　・設立：1991年
・事業内容：超精密金型の設計・製作および超精密射出成型品の製造

（主要製品）EV・電子機器向けリチウムイオンバッテリー用
ガスケット、インシュレーター等

・従業員数：113名（2023年３月末）・売上高：19.7億円（2023年３月末）

33



2024/05/28 9:23:25 / 23068567_ＮＯＫ株式会社_招集通知

トピックス

～NOKグループが挑戦する新市場～
ヘアゴム「KKOOR」・「ハイドロゲル付きストレッチャブルFPC」
●ヘアゴム「KKOOR」発売
　NOKの技術を広く世の中に伝えるため、新しい挑戦として
BtoCビジネスへの参入を決定し、ヘアゴム「KKOOR」を
2024年2月、Amazonにて発売を開始いたしました。
　「KKOOR」はNOKの開発した新素材のシリコーンゴムと
星形の特殊な断面により、髪をしっかり固定しつつ、簡単に
外すことができます。また、汗・水に強く、耐久性に優れて
いるため、スポーツやサウナ等のアクティビティにも最適で
す。
　今後、各種スポーツチームとのコラボ製品の販売等、販売
拡大を予定しております。

　日本メクトロン株式会社はヤーマン株式会社と、身体にフィットしなが
ら通電性を持つフレキシブルプリント基板(FPC)「ハイドロゲル付きスト
レッチャブルFPC」を共同開発いたしました。
　全方位に150%伸長しても通電可能なストレッチャブルFPCの全面に、
高い保水率を持つハイドロゲルを貼り合わせ、複雑な曲面を有する人体に
フィットしながら効率よく電気を伝えることのできる新しいFPCです。
　本FPCを採用した美顔器「デザインリフト」が2023年11月13日より
ヤーマン株式会社より発売されました。本FPCの特性を活かし、引き上げ
るように装着することで、眼輪筋へのアプローチを効率よく行います。

YA-MAN TOKYO
JAPAN：デザインリフト
*当社展示会出展事例

ハイドロゲル付きストレッチャ
ブルFPC

●「ハイドロゲル付きストレッチャブルFPC」を開発
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株主メモ

事 業 年 度 4月1日～翌年3月31日
定時株主総会 6月

配当金受領株主
確 定 日

期末配当金　3月31日
中間配当金　9月30日

株主名簿管理人
三菱UFJ信託銀行株式会社

特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
電話　0120―232―711（通話料無料）
郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

公 告 方 法

電子公告により行う
公告掲載URL　https://www.nok.co.jp/
（ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場
合は、日本経済新聞に掲載して行います）

単 元 株 式 数 100株

上 場 取 引 所 東京証券取引所
プライム市場　略称：NOK（コード7240）

ホームページのご案内

当社の決算情報をはじめ、当社をより理解していただくため
の様々な情報を掲載しております。

NOK IR 検 索検 索https://www.nok.co.jp/ir/
トップページ I R 情 報

　

〔お知らせ〕
1．住所変更等のお手続きについて

（1）株主様の住所変更等各種お手続きにつきまして
は、株主様が口座を開設された口座管理機関（証
券会社等）で承ります。お手続きの詳細につきま
しては、お取引のある証券会社等にお問い合わせ
ください（株主名簿管理人ではお取り扱いできま
せんのでご注意ください）。

（2）特別口座に記録された株式に関する各種お手続き
につきましては、口座管理機関である三菱UFJ信
託銀行にお問い合わせください。なお、三菱UFJ
信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

2．未受領の配当金について
　未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行
本支店でお支払いいたします。

3．株式に関するマイナンバー制度のご案内
　市区町村から通知されたマイナンバーは、株式の税
務関係手続きで必要となります。このため、株主様か
らマイナンバーをお届出いただく必要がございます
（お問合せ先は「1．住所変更等のお手続きについて」
と同様になります）。

単元未満株式の買取請求のご案内
～単元未満株式（100株未満）をお持ちの場合～
　株主様が所有されている単元未満株式（100株未満の株式）に
つきましては、証券市場での売買ができない等制約がございま
す。単元未満株式は、当社に対し時価で売却（買取請求）できま
すので、ご希望の株主様は次の通りお問い合わせください。

（1）証券会社等の口座に記録された単元未満株式の買取請求手
続き・手数料等の詳細につきましては、お取引のある証券
会社等にお問い合わせください。

（2）特別口座に記録された単元未満株式は、当社所定の手続き
により時価で売却（手数料無料）することができます。お
手続きの詳細につきましては、三菱UFJ信託銀行にお問い
合わせください。

　

〒105-8585 東京都港区芝大門1-12-15
見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

　

TEL（03）3432-4211（代表）
URL https://www.nok.co.jp/

株主メモ

NOK株式会社


